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○ 小麦、大麦・はだか麦の単収の推移

資料：作物統計

○ 主な地域の小麦の単収（R4、R5年産）

麦の作付面積・生産量

（単位：kg／10a)
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【大麦・はだか麦】【小麦】
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○ 小麦の作付面積は近年増加しており、収穫量も増加傾向。令和３年及び５年においては約110万トンとなっている。

○ 大麦の作付面積はほぼ横ばいで推移しており、収穫量は近年22～23万トンで安定的に推移している。

〇 単収は収穫期の降雨等の天候の影響を受けやすく、年次変動が大きい。

23.2万ha
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○ 北海道では、小麦の作付けがほとんどを占めており、北関東、東海、近畿、九州地方においても小麦の作付けが多い。

〇 大麦については、ビール用二条大麦の主産地である栃木県、佐賀県において作付けが多い。

全国主産地の麦種別作付面積

資料：作物統計（令和５年産第１報）

(単位：ha)
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小麦主産地における主要小麦品種転換状況

○ 中力系小麦については、北海道、関東、東海、近畿において「ホクシン」や「農林61号」から「きたほなみ」や「さとのそ
ら」等への切り替えが進んでいる一方、九州では「シロガネコムギ」と「チクゴイズミ」で固定されている。

○ 強力系小麦については、北海道で「ゆめちから」、関東で「ゆめかおり」の生産が拡大している中、東海、近畿では目
立った生産拡大がみられず、九州においては「ミナミノカオリ」などの生産があるものの伸び悩んでいる。

資料：麦の農産物検査結果 3



大麦主産地における主要大麦品種転換状況
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国産麦の自給率と消費量

○ 令和４年度の小麦の食料自給率は15％。

○ １人当たりの年間消費量は、31～32kgで推移しており、堅調な需要がある。

○ 年間消費量の８～９割を外国産が占めていることから、今後、国産に切り替える余地は大きい。
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国産小麦の用途別需要分析（推計）

国

産

使

用

割

合

日本麺
使用量 70万t
国産 40 万t（国産比率57％）

麦 使 用 量

（注）円の大きさは小麦の使用量を表している。

資料：令和５年度に実施した実需者ヒアリングをもとに貿易業務課で推計(令和4年度玄麦ベース）。

使用量 236 万t
国産19万t（国産比率8％）パン

菓子

家庭用
小麦粉

中華麺

使用量 66 万t
国産11万t（国産比率16％）

使用量 100 万t
国産7万t（国産比率7％）

使用量 19 万t
国産3万t（国産比率18％）

その他※
使用量 84万t
国産 15 万t（国産比率17％）

※バッター用、工業用、分離加工用、
グルタミン酸ソーダ用、飼料用等

米国産（HRW、DNS）並みの
品質の実現や供給量・価格の安
定により需要増が見込まれる

米国産（WW）並みの
品質の実現や供給量・
価格の安定により需要増
が見込まれる

供給量・価格の安定により
一定の需要増が見込まれる

新品種の開発によるカナダ
産（１CW）並みの品質
の実現や供給量・価格の安
定により需要増が見込まれ
る

○ 小麦の用途は、①パン用、②中華麺用、③日本麺用、④菓子用の順に使用量が多い状況。
○ 国産小麦の使用割合は、日本麺用では６割程度を占めるが、その他の用途では１～２割の使用に留まっていると
ころ。

○ 国産小麦の供給量・価格の安定や品質の向上が進めば、クッキー、ビスケット等の菓子用や中華麺用において需
要が増加する見込み（特にパン用については、新たな品種の開発が望まれる状況）。
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日本向けに品質の良い麦を
安定的に輸出

輸入相手国
（USA、CAN、AUSなど）

小麦の国内消費量の８割は
外国産が占める。 民間流通麦のミスマッチは

国内消費量の２割の話

国内需要の８割を占める外国産のシェアを奪うことが重要！

これまでは・・・

国産小麦は輸入麦に混ぜて使用されることが主流。

近年は・・・

「きたほなみ」や「春よ恋」などの外国産と比較して引けをとらない品質の品種が育成され、国産小麦のみで
商品化されることが可能となった。

８割

麦の国産化に向けた課題と対策

国産化を更に進めるためには パン（製パンメーカー） ラーメン（外食チェーン） チルドうどん（コンビニ）
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○ 近年、パン・中華麺用品種の開発・普及が進み、令和３年産における小麦作付面積に占めるパン・中華麺用品種
の割合は26％を占めている。

○ 外国産小麦に引けを取らない品質が実現されつつあることから、今後、パン・中華麺用小麦の利用拡大が期待される。

○ 近年育成されたパン・中華麺用小麦品種 ○ パン・中華麺用小麦の作付比率の推移

注：製パン試験は（社）日本パン技術研究所で実施。製パン試験の数値は、外国産小麦（１CW）を80点として、外観
（体積、表皮色等）及び 内相（内部色相、香、食感、味等）で総合的に評価したもの。日本麺用品種は「ホクシン」。

H12 
北海道で春よ恋（春まき）導入

H14 
北海道でキタノカオリ（秋まき）導入
都府県でニシノカオリ、タマイズミ等導入

Ｈ15
都府県でミナミノカオリ導入

H23 
畑作物直接支払交付金
パン・中華麺用品種加算開始

H24
北海道でゆめちから（秋まき）
本格導入

○ 特性の異なる品種の組合せによる国産小麦の利用拡大

タンパク含有率の高い「ゆめちから」と、タンパク含有率の低い
日本麺用品種をブレンドすることで、パン用に適した小麦粉が
できる。
→ パン用途への国産小麦の利用拡大が期待

76.0 81.5 81.5 74.5 65.5 80.0

※ふくらみが大きい方が評価が高い。

品 種 名
育成
年次

育成
機関

主 な 特 性 栽培地

ゆめちから H20
北海道

農研センター

多収で縞萎縮病抵抗性を
有する超強力小麦。
中力小麦とブレンドすると製
パン・製めん適性に優れる。

北海道

ちくしＷ２号
（ラー麦）

H20 福岡農総試
中華麺用専用（博多ラー
メン専用）に開発。
めん色・食感良。

福岡県

せときらら H25 農研機構
従来品種（ニシノカオリ）
よりも多収。
製パン性にも優れている。

山口県等

はる風ふわり H30
九州沖縄
農研センター

早生で穂発芽耐性に優れ
る。 従来品種よりもタンパク
含有率が高く、製パン適性
が優れる。

佐賀県

資料：農林水産省穀物課調べ

パン・中華麺用小麦の生産・利用拡大
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国産麦を使用した製品

国産麦については安定的な需要があり、近年においては、国産麦を使用した製品が次々と販売されている。

小麦
パン
大手製パンメーカーでは北海道産小麦「ゆめちから」の小麦粉を使用した「ゆめちから入り食パン」を2012年に期間
限定で発売（2013年より通年発売）。2014年より「ゆめちから」シリーズ、2020年より「国産小麦」シリーズとして
リニューアル展開し、2030年には同社の国産小麦粉の使用比率20%を目標として、取り組みを進めている。

麺類・パン
大手コンビニでは2022年9月から「カップうどん」に使用する小麦をすべて国産に切り替え。2024年には、うどんや中
華麺などの麺類弁当の原料をほぼ全品国産小麦に切り替える。
また、パンでは国産小麦を使用したメロンパンや茨城県産小麦「ゆめかおり」を使用した菓子パンを地域限定で販売。

ソフトフランスパン
主に九州で展開するパンメーカーが、佐賀県産小麦「はる風ふわり」を使用した新商品「はる風ふわりブレッド」を

2023年５月から販売。

大麦
お好み焼き粉
広島県のソースメーカーなどが国産はだか麦を使用した大麦粉のお好み焼き粉を販売。

機能性表示食品の麦ごはん
愛知県の精麦企業が、愛知県産無洗米コシヒカリに、大麦由来β-グルカンを従来品種の２倍以上含有する愛知
県産はだか麦ビューファイバーを20％ブレンドした麦ごはんを開発。機能性表示食品として令和２年７月に届出し、
令和３年２月から販売開始。

もち性大麦を使用したシリアル
熊本県の精麦企業が、九州産大麦くすもち二条を100％使用したシリアルを開発し、九州地域バイオクラスター推
進協議会にて「九州健康おやつ」に認定。令和２年３月から全国販売を開始。

レンジ調理むしパン
香川県の製粉メーカーでは、香川県産はだか麦を100％使用し、袋のまま調理できる「レンジDE蒸しパン」を

2020年８月に販売。
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10

麦の国産化に向けた課題と対策

実需者（製粉企業、食品メーカー等）

⚫供給量、品質及び価格が年産ごと、
産地ごとに不安定であり、外国産から
の置き換えにはリスクが高い

⚫実需者が望む供給量の確保や品質は
用途によって様々であるが、個々の産地
では対応することが難しい

⚫収入を確保するため、収量が高く、
病気に強い品種を選択しがち

産地

＜安定的な供給量・品質の確保＞
〇産地間連携による需要多い品種の導入
国内で育成された品種は70種類以上あり、産地においては多収が見込める作りやすい品種を選択し、過剰供給となる場合

があることから、複数の産地において需要の多い品種の導入を進めることによる安定供給体制の確立
〇効果的な技術導入
うどん用やパン用の小麦は、それぞれ求められる品質（タンパク含有量など）が異なることから、用途に応じた品種ごとの適期

追肥などの品質向上・収量安定のための効果的な技術導入
〇産地における品質区分出荷
産地においては水分率、タンパク含有量などの品質に係る数値を計測しているものの、出荷の際には混同される場合が多く、

これがバラツキの要因となっているため、このため産地において品質を把握し、区分出荷できる体制構築を進める。
〇ストック機能の強化
豊作時にストックし、不作時に供給するなど、豊凶変動に備えた調整機能を有するストックセンターの整備

取組の方向性

○ 国産小麦は輸入小麦と比べ、天候や生産規模などの違いにより、品質や供給量が安定せず、製粉企業や食品企業などの
実需者が輸入小麦から国産小麦に切り替えるにはリスクが高い。
○ 実需者の求める小麦は用途によって様々であり、その全てに対応するには個々の産地では困難。
〇 このため、産地間連携による需要の多い品種の導入、品質・収量向上のための効果的な営農技術の導入、
産地における品質区分出荷、豊凶変動に備えたストック機能の強化など、
品質・供給量の安定化のための対策を総合的に進める必要。

＜施策的背景＞
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＜事業の内容＞ ＜事業イ メ ー ジ＞

１．国産小麦・大豆供給力強化総合対策
① 生産対策（麦・大豆生産技術向上事業） 47（90）百万円

【令和５年度補正予算】4,500百万円
麦・大豆の増産を目指す産地に対し、水田・畑地を問わず、作付けの団地化、
ブロックローテーション、営農技術の導入等を支援します。

② 流通対策 ３（ー）百万円
【令和５年度補正予算】430百万円

ア 麦・大豆供給円滑化推進事業
国産麦・大豆を一定期間保管することで、安定供給を図る取組を支援します。

イ 新たな麦・大豆流通モデルづくり事業
麦・大豆の流通構造の転換に向けた新たな流通モデルづくりを支援します。

③ 消費対策（麦・大豆利用拡大事業） 【令和５年度補正予算】70百万円
国産麦・大豆の利用拡大に取り組む食品製造事業者等に対し、新商品開発や
マッチング等を支援します。

２．産地生産基盤パワーアップ事業のうち国産シェア拡大対策（麦・大豆）
【令和５年度補正予算】8,000百万円

国産麦・大豆の取扱数量を増加させる取組を推進するため、増産に資する農業機
械や乾燥調製施設の導入、不作時にも安定供給するためのストックセンターの整備、
国産麦・大豆の利用拡大に向けた食品加工施設の整備等を支援します。

【令和６年度予算概算決定額 50（90）百万円】

＜対策のポイント＞
産地と実需が連携して行う麦・大豆の国産化を推進するため、ブロックローテーションや営農技術・機械の導入等による生産性向上や増産を支援するとともに、国産

麦・大豆の安定供給に向けたストックセンターの整備や民間主体の一定期間の保管、新たな流通モデルづくり、更なる利用拡大に向けた新商品開発等を支援します。

＜事業目標＞［平成30年度→令和12年度まで］
○ 小麦生産量の増加（76万t→108万t） ○ 大麦・はだか麦生産量の増加（17万t→23万t） ○ 大豆生産量の増加（21万t→34万t）

＜事業の流れ＞

１．生産対策

営農技術の導入
（定額）

農業機械の導入
（1/2以内）

・ ストックセンターの整備（1/2以内）
・ 一定期間の保管（定額、1/2以内）

・ 新商品の開発（定額、1/2以内）
・ 加工設備・施設の導入（1/2以内）

国

民間団体

都道府県 生産者団体等
（都道府県、市町村を含む）

民間団体等
(コンソーシアム及び
民間企業を含む)

交付、1/2 （１①、１②ア（大豆）の事業）定額、1/2

定額、1/2

定額

定額、1/2

（１②ア（麦）の事業）

（１②イの事業）

（１③の事業）

２．流通対策 ３．消費対策

麦・大豆の国産化を一層推進

乾燥調製施設の整備
（1/2以内）

（２の事業）

［お問い合わせ先］
（１①、１②ア（大豆）、１②イ、１③（大豆）、２の事業）農産局穀物課 （03-6744-2108）
（１②ア（麦）、１③（麦）の事業） 貿易業務課（03-6744-9531）

定額

（令和５年度補正予算額 13,000百万円）

小麦・大豆の国産化の推進＜施策的背景＞



産地自らが小麦の品質を把握

区分集荷
（ホッパー）

乾燥調製

A品種
A品質

A品種
B品質

B品種
A品質

出荷ロット①

＜品質の把握＞ 品質区分出荷による
品質・ロットの確保

ストックセンターの整備
（品質ごとに保管）

産地における品質区分出荷体制のイメージ

②トラックスケール計測時に
サンプリングし、
自主検査を行い、
個々の品質を把握

＜品質ごとに区分集荷＞

B品種
B品質

出荷ロット②

出荷ロット③

近赤外線分析器

高性能コンバイン

産地自らが小麦の品質ごとに区分 品質ごとに区分された小麦を保管

③水分、タンパク含量ごとに
ホッパーでおおまかに仕分け

⑤サイロごとに10tに１回
タンパク含量などの品質を
チェック

⑥タンパク含量などの把握した
品質ごとに10tトラックで出荷

④仕分けた品質ごとに
乾燥・調整し、
均質になるように
サイロビンで貯蔵

①ほ場において水分率や
タンパク含量を把握し、
一定の範囲内で品質を
揃えて出荷

⑦品質ごとにスットクセンターで保管

＜施策的背景＞
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・昭和45年に設立され、229戸が加入している。平成29年より天候に左右されない小麦づくりを目指しており、受光態勢を改善するための
肥培管理を実勢し、平成30年産では統計調査反収において十勝で第1位、北海道で第3位の好成績を収めた。
・倒伏による品質低下を防ぐため、雑草の発生や倒伏に対するペナルティ制を導入している。小麦青空教室が年3回実施され出席率が
高いため会員同士のほ場を見る・見られる機会が多いことが意識の研鑽につながっている。
・秋まき小麦では、近年登熟期間中に日照不足になる年が多く、従来の肥培管理では穂数過多による細麦やタンパク値の上昇などが問題と
なってきた。現在も引き続き受光態勢に着目した栽培法に改良を加え、実需者ニーズに沿った高品質な小麦を安定的に供給する生産を目
指す。
・品質安定のため、生育期節ごとの茎数に合わせたきめ細かな追肥の実施や、衛星画像から作成した土壌腐植（地力）マップによる可変施
肥を実施し、圃場間・圃場内の生育ムラ解消に取り組んでいる。

北海道 「士幌町麦作連絡協議会」

安定した生産（単収向上と品質安定）に向けた取組

透排水性改善のために明暗渠が施工され、心土破砕
は効果を十分発揮させるため、時速3㎞以下で実施。

透排水性改善対策

越冬前に頑健な茎を確保す
るため、適期適量は種を実
践。は種深度2～3㎝となる
よう工夫を行う。

は種技術

施肥技術

4年輪作が徹底され、適期の除草剤散布に
より、雑草密度は低く保たれている。除草剤
は、は種後の土壌処理を基本とし、必要に応
じて春処理を行い雑草被害を回避。種子更
新は100％で種子消毒と降雨量を予測した
上での雪腐病防除、タイムリーな営農技術情
報に基づき赤かび病の発生菌種を把握し、
低温時・高温時に応じて最適な薬剤の選択
や濃度を変更して対応している。

防除の徹底

衛星リモートセンシングは、より安価で撮影
頻度の高い地元企業の衛星を利用したシ
ステムを活用し、利用コストの低減と撮影不
能リスクを回避。
その早晩マップをもとに各集団早晩別に3ほ
場を選定して穂水分調査を実施、その結果
を刈取り計画に活用。

収穫時期予測

倒伏による品質低下を防ぐため、雑草の発生や倒伏
に対するペナルティ制を導入。
小麦青空教室が年3回実施され出席率が高いため
会員同士のほ場を見る・見られる機会が多いことが意
識の研鑽につながる。

品質改善の取り組み

土壌診断結果に基づいたJA
職員による個別施肥相談を
実施し、個々の経営に合わ
せた合理的な施肥が行われ
ている。
起生期の青空研修会では各
集団複数箇所で茎数を計測
し、生育に応じた施肥対応も
実践。

小麦の品質分析
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＜取組事例＞
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※その他、水分・タンパク・灰分等も測定。



〇創業400年の淡口醤油のトップメーカー。これからの400年を見据え、約25年前から醸造用小麦・大豆の地場産化に取り組んでいる。
〇兵庫県内（主にJA兵庫西）の契約農場で、高たんぱくで醸造用に適した小麦(ゆめちから)・大豆(たつまろ)を栽培。
地場産原料による淡口醤油を製造・販売しており、今後は更なる地場産原料の調達拡大に取り組む計画。

〇実需者主導の先進技術導入により高品質（タンパク質含有率13.5％以上）・高収量（県平均の約２倍）の小麦生産を実現。
〇JA・市・農業改良普及センター・試験研究機関・生産者が地域一丸となって、生育調査・全刈収量調査・成分分析やセンシングデータ等の活
用、毎年の栽培暦の改訂(特に追肥量・回数)､月1回の巡回研修や栽培講習会を開催するなど、生産技術の向上に取り組んでいる。
〇実需者自ら小麦検査に立ち会い、関係機関と「品質課題」を共有化している。

兵庫県 ｢ヒガシマル醤油（株）」

１．契約農場（たつの市、外）

２．醸造原料の地場産化のための連携体制図

５．先進技術導入からのアプローチ

４．基礎技術からのアプローチ

高たんぱく小麦の生産（単収向上と品質安定）に向けた取組
３．農研機構との共同研究による

醸造用高たんぱく小麦の品種開発

【実需者との連携事例】

・検査への立ち会い
・栽培暦の改訂、周知

・生産面積、小麦約340ha
・2年3作＋土づくりによる
ブロックローテーション体系で
土地の高度利用を実現

・徹底した排水対策の実施と排水対策の評価

・衛星リモートセンシングデータ利用（アグリライト研究所）により
小麦の生育を予測し、追肥量を診断

①サブソイラ+弾丸暗渠 ②スタブルカルチ

③土壌水分リアルタイム測定
（西日本農研
土壌物理的排水性評価）

④ドローン画像処理
による苗立数の評価
（自社開発解析ソフト）

・収量とたんぱく含有の比較現地実証圃
・２年３作ブロックローテーションに適した新品種育成

６．小麦の品質分析

JA全農 兵庫県本部
地場産原料契約栽培元

生産側の契約元 資材準備、栽培履歴
検証、収穫後の受検、栽培技術指導

国立研究開発法人 農研機構
兵庫県（農林水産技術総合センター、普及センター）
たつの市農林水産課
地場産原料栽培方法（品質向上、増収等）の指導

兵庫県手延素麺協同組合
地場産原料を使った素麺製造

龍 野 醤 油 協 同 組 合
組合全体への取組普及検討

ＪＡ兵庫西

（農業法人、集落営農・大型農家）

高品質地場産原料の生産

生産者

ヒガシマル醤油㈱

地場産原料を使った醤油製造

㈱高田商店（事務局）

生産側、実需側、指導機関との
相互調整

17.9%

70.6%

93.8% 94.4%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

R1 R2 R3 R4

たつの市集落営農

小麦タンパク13.5％以上達成率
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＜取組事例＞



⚫ 生産者に通知する粗タンパク含量分析結果において、タンパク含量の区分に応じて「範囲外」「許容値内」「基準値範
囲」の3種類に分類し、分類ごとに通知の色を変え、分析結果を分かりやすく示している。「範囲外」のタンパク含量が２
年続く生産者には営農指導員が重点的に訪問し栽培指導をする等、高品質な生産につながるよう指導の徹底を図って
いる。

⚫ 上記結果と合わせて、施設に持ち込まれた荷受日、荷受№ごとの粗タンパク含量も通知。生産者も荷受ごとのばらつきが
確認できることから、翌年以降の営農において圃場別の肥培管理の目安とすることができる。

＜取組事例＞

① 小麦のタンパク含量分析結果（例）

平均粗タンパク含量とともに、
・基準値範囲内
・許容値範囲内
（基準値を上回る/下回る）

・範囲外
（許容値を上回る/下回る）

のいずれかに該当することを
示す。

分類に応じてメッセージを変え、品質に応じた適切な
肥培管理を生産者に促す。

○許容値範囲内の場合

○範囲外の場合

「範囲外」が２年続くと営農指導員が重点的に訪問し
栽培指導を実施。

岡山県｢JA岡山｣

②荷受ごとの明細書（抜粋）

荷受ごとの重量、荷受水分、粗タンパク含量を記した
明細書を左の分析結果と一緒に生産者に通知。

各区分の粗タンパク含量の数値を
示すとともに分類別に通知の色を
分け、客観的かつ分かりやすい
表示方法としている。

（タンパク質含量による分類と通知の色）
基準値範囲：白
許容値内 ：黄
範囲外 ：赤
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〇平成25年10月に設立され、福岡県で硬質小麦を作っている13JA・生産者から成る組織
〇パン用小麦「ミナミノカオリ」、ラーメン用小麦「ちくしW2号（通称「ラー麦」、福岡県独自品種）」を栽培
〇実需者から強く求められている「タンパク質含有率12％以上達成」を目標に掲げ、品質向上にむけた取組を実施。
（主な取組内容）
・ 硬質麦栽培手順書はじめ、JA毎に「麦栽培暦」を作成
・ 各種研修会の実施（排水対策、土づくり、中間管理作業、穂揃い期追肥、実需者との意見交換会）
・ 栽培履歴および生産者別品質分析により、生産者リストを作成し、各生産者へフィードバック
（ 一部JAでは、低品質が続く生産者に対し、麦種転換や他作物への転換を依頼）

福岡県 ｢JA全農ふくれん麦部会硬質麦研究会｣

・平成25年10月設立
・全13JAで編成
・会長：JA直鞍 遠藤幸男

構成

栽培品種

・ミナミノカオリ
パン用小麦、
1,945ha（R5）

・ちくしW2号
(通称：ラー麦)
ラーメン用小麦、
1,737ha（R5）

品質向上にむけた取組

・硬質麦栽培手順書の配布

・ 県、研究機関、実需者等と連携し、
JA毎に「麦栽培暦」を作成

・各種研修会の実施
（排水対策、土づくり、中間管
理作業、穂揃い期追肥、実需者
との意見交換会 など）

・生産者ごとに品質分析を実施、
栽培履歴と照らし合わせ、
営農指導

A氏 タンパク質 10%

B氏 タンパク質 12%

C氏 タンパク質 13%

D氏 タンパク質 9%               
・
・
・

JAによっては低成績
者に対し、麦種転換
や他作物への転換を
依頼することも…！

※作付面積は第29回福岡県民間流
通地方連絡協議会（小麦）資料よ
り令和５年産実績値 16

＜取組事例＞



〇硬質小麦「ちくしW2号」の栽培において、実需者から強く求められている「品質（タンパク質含有率）の安定化」を達成するため、
データに基づいた施肥体系の構築を実証中
・ドローンを用いたセンシングにより、生育量を把握
・食味・収量コンバインにより、収量・タンパク質含有率を調査
・データは営農管理システムで管理
→調査結果は、次年度の施肥量の設定に活用
→生育量に応じた施肥により、品質の平準化

〇令和３～４年度の実証では、生育量が大きい（＝低タンパク）圃場を特定し追肥量を増やすことで、硬質小麦の収量・タンパク質がともに
向上

福岡県 「（株）遠藤農産 ほか｣

食味・収量コンバインにより
収量・タンパク質含有率
を調査

ドローンによる
センシングのデータから
生育量を把握

503

574

12.2%

12.6%

12

12.4

12.8

400

500

600

実証前 実証後

タ
ン
パ
ク
質
含
有
率

収
量

収量 タンパク質含有率

(kg/10a)

(%)

実証ほ場、取組者について

・作付面積60ha（水稲32ha、麦
21ha、大豆7ha）
・（株）遠藤農産、福岡県農林業総
合試験場、普及指導センター、（株）
福岡クボタ、JA直鞍からなる協議会で、
水稲・麦・大豆を対象としたデータ駆動
型農業の実証中（令和２年度～）

品質向上にむけた実証内容

両データを照合させ、

生育量に応じた
穂揃い期追肥の
施用量を算出

【目標】
・収量10%UP
・「ちくしW2号」の
タンパク質含有率12%以上

これまでの成果

ドローンによるセンシングのデータから生育量を把握
→生育量が大きい＝低タンパク（一般的に生育量とタンパ
ク質含有率は反比例の関係）と推定し、生育量が大き
い圃場の追肥量を増加

→収量・タンパク質含有率ともに向上

今後の取組予定
・食味・収量コンバインによる収集データと照合させて分
析を行う
・データの収集と分析を継続し、より精度の高い施肥量
設計の構築を目指す

▲実証ほ場の様子
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〇佐賀県産小麦「はる風ふわり」を100％使用した「はる風ふわりブレッド」を販売（R5/5/1~）
→佐賀県産の小麦「はる風ふわり」を、理研農産化工（佐賀工場・佐賀市）が小麦粉に製粉し、リョーユーパン（佐賀工場・神埼市）で
「はる風ふわりブレッド」を製造

〇従来、佐賀県ではパン用小麦品種として「ミナミノカオリ」を作付けていたが、穂発芽が発生しやすく、タンパク値も上がりづらかった
→県、JAさが、農研機構、理研農産化工が協同し、「はる風ふわり」の試験栽培を実施
→穂発芽耐性に優れ、製パン性も高品質の輸入小麦（カナダ産1CW）並みに優れていることが判明
→「ミナミノカオリ」に代わるパン用小麦品種として普及開始（佐賀県において、2020年産より産地品種銘柄に設定、2020年度に奨励品
種に採用）

〇実需者の要望「タンパク質含有率の確保」を受けて、県とJAさがが協同して栽培マニュアルを作成。
特に、製パンにおける高タンパクの必要性やそのための「穂揃期追肥」について、強調されている。

佐賀県 ｢JAさが｣

39ha

378ha

952ha

1256ha

R2産 R3産 R4産 R5産

・穂発芽耐性は“中”で「ミナミノカオリ」より優れる。
・子実のタンパク質含量は「ミナミノカオリ」より約0.5%高い。
・「ミナミノカオリ」より出穂期は2～3日、成熟期は4日早い。

はる風ふわりの特性 連携体制

品質向上にむけた取組

実需者の要望「タンパク質含
有率の確保」を受け、

県と協同で栽培マニュ
アルを作成。

特に、製パンにおける高タン
パクの必要性やそのための穂
揃期追肥について強調。

実需者の評価も上がり、
作付面積が増加！

▲JAさが管内における「はる風ふわり」作付面積

試験栽培

▲「はる風ふわり」の製パン評価
（「はる風ふわり」と「ミナミノカオリ」は農研機構九州沖縄農業研究
センターの収穫物、2015～2020年産の試験の平均）

JAさが佐賀県

農研機構

理研農産化工
「はる風ふわり」の製粉

リョーユーパン
「はる風ふわりブレッド」

の製造

生産者

18

＜取組事例＞
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